
公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

契約の相手方の商号

又は名称及び住所

岩沼研修センター50ｋVA可搬形発電装置設置工
事
令和3年2月12日～令和3年3月26日
電気工事業

支出負担行為担当官
東京航空局長
吉田　耕一郎
東京都千代田区九段南1-
1-15

令和3年2月10日
サンワコムシスエンジニアリング(株)
東京都杉並区高円寺南２丁目１２番３号

再度の入札をしても落札者がなかった
ため、会計法第29条の3第5項、予算決
算及び会計令第99条の2の規定を適用
し随意契約を締結したものである。

4,271,865 4,180,000 97.85

三沢空港航空灯火施設維持工事（令和２年度～
令和５年度）
令和3年2月15日～令和6年3月31日
電気工事業

支出負担行為担当官
東京航空局長
吉田　耕一郎
東京都千代田区九段南1-
1-15

令和3年2月12日
(株)電路施設社
青森県青森市緑１丁目１４番地１１

再度の入札をしても落札者がなかった
ため、会計法第29条の3第5項、予算決
算及び会計令第99条の2の規定を適用
し随意契約を締結したものである。

90,913,387 90,090,000 99.09

新千歳空港事務所庁舎機械警備システム設置工
事
令和3年2月25日～令和3年3月26日
電気通信工事業

分任支出負担行為担当官
新千歳空港事務所長
若狭　満
北海道千歳市美々新千歳
空港内

令和3年2月24日
セコム株式会社
東京都渋谷区神宮前1丁目5番1号

再度の入札をしても落札者がなかった
ため、会計法第29条の3第5項、予算決
算及び会計令第99条の2の規定を適用
し随意契約を締結したものである。

9,683,152 9,680,000 99.97

落札率
（％）

再就職の
職員の数

備　　考公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名
並びにその所属する部
局の名称及び所在地

契約締結日 予定価格（円） 契約金額（円）
随意契約によることとした会計法令の
根拠条文及び理由（企画競争又は公

募）



公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

契約の相手方の商号

又は名称及び住所

函館空港電源局舎配電盤真空遮断器交換その
他作業

支出負担行為担当官
東京航空局長
吉田　耕一郎
東京都千代田区九段南1-
1-15

令和3年2月4日
東芝インフラシステムズ(株)
神奈川県川崎市幸区堀川町７２番地３４

再度の入札をしても落札者がなかった
ため、会計法第29条の3第5項、予算決
算及び会計令第99条の2の規定を適用
し随意契約を締結したものである。

38,868,715 38,500,000 99.05

函館空港RCM調整外4件作業

支出負担行為担当官
東京航空局長
吉田　耕一郎
東京都千代田区九段南1-
1-15

令和3年2月5日
沖電気工業(株)
東京都港区虎ノ門１丁目７番１２号

公募手続きを行ったところ、左記業者以
外の希望者がなく、左記業者が本業務
の唯一の契約相手方であることが確認
されたことから、会計法第29条の3第4
項、予算決算及び会計令第102条の4第
3号の規定を適用し随意契約を締結し
たものである。

4,011,763 3,850,000 95.97

函館空港TDU改修外1件作業

支出負担行為担当官
東京航空局長
吉田　耕一郎
東京都千代田区九段南1-
1-15

令和3年2月5日
日本電気(株)
東京都港区芝５丁目７番１号

公募手続きを行ったところ、左記業者以
外の希望者がなく、左記業者が本業務
の唯一の契約相手方であることが確認
されたことから、会計法第29条の3第4
項、予算決算及び会計令第102条の4第

7,394,800 7,150,000 96.69

函館空港ＴＳＲ調整外１件作業

支出負担行為担当官
東京航空局長
吉田　耕一郎
東京都千代田区九段南1-
1-15

令和3年2月5日
日本電気(株)
東京都港区芝５丁目７番１号

公募手続きを行ったところ、左記業者以
外の希望者がなく、左記業者が本業務
の唯一の契約相手方であることが確認
されたことから、会計法第29条の3第4
項、予算決算及び会計令第102条の4第
3号の規定を適用し随意契約を締結し
たものである。

86,206,351 83,600,000 96.98

函館空港ATIS用CCS改修外2件作業

支出負担行為担当官
東京航空局長
吉田　耕一郎
東京都千代田区九段南1-
1-15

令和3年2月5日
日本無線(株)
東京都三鷹市牟礼６丁目２１番１１号

公募手続きを行ったところ、左記業者以
外の希望者がなく、左記業者が本業務
の唯一の契約相手方であることが確認
されたことから、会計法第29条の3第4
項、予算決算及び会計令第102条の4第
3号の規定を適用し随意契約を締結し
たものである。

2,894,335 2,750,000 95.01

落札率
（％）

再就職の
職員の数

備　　考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名
並びにその所属する部
局の名称及び所在地

契約締結日
随意契約によることとした会計法令の
根拠条文及び理由（企画競争又は公

募）
予定価格（円） 契約金額（円）
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